
JP 2013-34083 A 2013.2.14

10

(57)【要約】
【課題】通信を規制された携帯端末の利用者は次に通信
可能な時間を知ることができ、発信の試みを防止して、
電波の輻輳を抑制できる通信システムの規制技術を提供
する。
【解決手段】時分割通信規制システムは、基地局通信装
置と、この基地局通信装置と無線通信する携帯端末装置
とを含む。基地局通信装置は、通信可能な時間を割り当
てられたグループに属する携帯端末装置のみが、その割
り当てられた時間において基地局通信装置と通信可能で
あるという規則に従って携帯端末装置からの接続要求及
び携帯端末装置への接続要求を規制する第一規制部と、
規則情報を携帯端末装置に送信する第一送信部と、を含
む。携帯端末装置は、規則情報を受信する受信部と、規
則に従って、基地局通信装置との無線通信を規制する第
二規制部と、無線通信を規制したときに次に通信可能な
時間を当該携帯端末装置の利用者が感知できるように報
知する報知部と、を含む。
【選択図】図２
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　基地局通信装置と、この基地局通信装置と無線通信する携帯端末装置と、を含む時分割
通信規制システムであって、
　前記基地局通信装置は、
　通信可能な時間を割り当てられたグループに属する前記携帯端末装置のみが、その割り
当てられた時間において前記基地局通信装置と通信可能であるという規則に従って前記携
帯端末装置からの接続要求及び前記携帯端末装置への接続要求を規制する第一規制部と、
　前記規則に対応する情報（以下「規則情報」という）を前記携帯端末装置に送信する第
一送信部と、を含み、
　前記携帯端末装置は、
　前記規則情報を受信する受信部と、
　前記規則に従って、前記基地局通信装置との無線通信を規制する第二規制部と、
　無線通信を規制したときに次に通信可能な時間を当該携帯端末装置の利用者が感知でき
るように報知する報知部と、を含む、
　時分割通信規制システム。
【請求項２】
　携帯端末装置と無線通信する基地局通信装置であって、
　通信可能な時間を割り当てられたグループに属する前記携帯端末装置のみが、その割り
当てられた時間において当該基地局通信装置と通信可能であるという規則に従って、通信
を規制された前記携帯端末装置の利用者及び前記携帯端末装置に通信を試みる者が次に通
信可能な時間を感知できるものとし、前記規則に従って前記携帯端末装置からの接続要求
及び前記携帯端末装置への接続要求を規制する第一規制部と、
　前記規則に対応する情報を前記携帯端末装置に送信する第一送信部と、を含む、
　基地局通信装置。
【請求項３】
　基地局通信装置と無線通信する携帯端末装置であって、
　通信可能な時間を割り当てられたグループに属する当該携帯端末装置のみが、その割り
当てられた時間において前記基地局通信装置と通信可能であるという規則に対応する情報
を受信する受信部と、
　前記規則に従って、前記基地局通信装置との無線通信を規制する第二規制部と、
　無線通信を規制したときに次に通信可能な時間を当該携帯端末装置の利用者が感知でき
るように報知する報知部と、を含む、
　携帯端末装置。
【請求項４】
　基地局通信装置と、この基地局通信装置と無線通信する携帯端末装置と、を含む通信シ
ステムの通信を規制する規制装置であって、
　通信可能な時間を割り当てられたグループに属する前記携帯端末装置のみが、その割り
当てられた時間において前記基地局通信装置と通信可能であるという規則に従って、通信
を規制された前記携帯端末装置の利用者及び前記携帯端末装置に通信を試みる者が次に通
信可能な時間を感知できるものとし、前記規則に対応する情報を、前記基地局装置に送信
する第二送信部と、を含む、
　規制装置。
【請求項５】
　前記規則において、前記電話番号の下一桁の数字に基づいて１以上のグループに分類し
、
通信可能な時間を各グループに割り当てる、
　請求項２から４の何れかに記載の装置。
【請求項６】
　基地局通信装置と、この基地局通信装置と無線通信する携帯端末装置と、を含む通信シ
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ステムの通信を規制する方法であって、
　前記基地局通信装置の第一規制部が、通信可能な時間を割り当てられたグループに属す
る前記携帯端末装置のみが、その割り当てられた時間において前記基地局通信装置と通信
可能であるという規則に従って前記携帯端末装置からの接続要求及び前記携帯端末装置へ
の接続要求を規制する第一規制ステップと、
　前記基地局通信装置の第一送信部が、前記規則に対応する情報（以下「規則情報」とい
う）を前記携帯端末装置に送信する第一送信ステップと、
　前記携帯端末装置の受信部が、前記規則情報を受信する受信ステップと、
　前記携帯端末装置の第二規制部が、前記規則に従って、前記基地局通信装置との無線通
信を規制する第二規制ステップと、
　無線通信を規制したときに次に通信可能な時間を当該携帯端末装置の利用者が感知でき
るように報知する報知ステップと、を含む、
　時分割通信規制方法。
【請求項７】
　基地局通信装置と無線通信する携帯端末装置の通信を規制する方法であって、
　前記携帯端末装置の受信部が、通信可能な時間を割り当てられたグループに属する当該
携帯端末装置のみが、その割り当てられた時間において前記基地局通信装置と通信可能で
あるという規則に対応する情報を受信する受信ステップと、
　前記携帯端末装置の第二規制部が、前記規則に従って、前記基地局通信装置との無線通
信を規制する第二規制ステップと、
　前記携帯端末装置の報知部が、無線通信を規制したときに次に通信可能な時間を当該携
帯端末装置の利用者が感知できるように報知する報知ステップと、を含む、
　時分割通信規制方法。
【請求項８】
　請求項２から５の何れかに記載の装置としてコンピュータを機能させるためのプログラ
ム。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、基地局通信装置と、この基地局通信装置と無線通信する携帯端末装置と、を
含む通信システムの通信を規制する技術に関する。
【背景技術】
【０００２】
　災害時、緊急時等に多数の携帯端末装置（以下、単に「携帯端末」ともいう）の利用者
が共通の無線を使って通信を試みると、電波や基地局、交換機の能力が不足するため、通
信を規制せざるを得なかった。この規制方法として特許文献１～３記載の方法が知られて
いる。特許文献１には、着信電話番号と発信電話番号に基づく規制規則を定め、該当する
電話番号の接続要求は、接続しないことが記載されている。特許文献２には、通話要求数
に応じて、通話可能な時間を設定し、その時間を超えたら、強制的に通話を切断すること
が記載されている。特許文献３には、携帯電話の電波の送信規制信号を受け取ると、携帯
電話の電波の送信を停止すること、及び、送信規制されている旨の警告表示をすること、
が記載されている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００３】
【特許文献１】特開平６－２８４１８８号公報
【特許文献２】特開２００１－１８６２５４号公報
【特許文献３】特開２０００－４４７９号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
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【０００４】
　しかしながら、従来技術では、利用者が規制のための規則の内容を知ることができない
。そのため、利用者は規制されていることを知らず、また、現在規制されていることを知
ったとしてもいつ再開されるかが判らない。そうすると、利用者は通信ができるまで発信
を試み続けなければならない。いつ通信できるか分からないまま、発信を試み続けること
は利用者にとって大きな負担となる。また、携帯端末側において、強制的に発信を止めて
しまう場合を除いて、その試みの行為による電波の発信を規制することはできず、基地局
通信装置とその基地局通信装置のセル内の携帯端末間で電波の輻輳が生じるという問題が
ある。図１を用いて説明する。なお、図中、各装置間を結ぶ実線は有線の通信路を表し、
破線は無線の通信路を表す。基地局通信装置３０とそのセル内の携帯端末４０１，４０２

，…，４０Ｎとの通信は、トラフィック量が増加したため、一定の割合の携帯端末のみが
基地局通信装置３０と通信可能となるように規制されているとする。例えば、携帯端末４
０１のみが基地局通信装置３０と通信可能であるとする。しかし、他の携帯端末４０２，
…，４０Ｎはその規制内容を知らないため、基地局通信装置３０に発信を試み続け、電波
の輻輳が生じ、効率的な通信ができなくなる。
【０００５】
　本発明は、通信を規制された携帯端末の利用者が次に通信可能な時間を知ることができ
、発信の試みを防止して、電波の輻輳を抑制できる通信システムの規制技術を提供するこ
とを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
　上記の課題を解決するために、本発明の第一の態様によれば、時分割通信規制システム
は、基地局通信装置と、この基地局通信装置と無線通信する携帯端末装置とを含む。基地
局通信装置は、通信可能な時間を割り当てられたグループに属する携帯端末装置のみが、
その割り当てられた時間において基地局通信装置と通信可能であるという規則に従って携
帯端末装置からの接続要求及び携帯端末装置への接続要求を規制する第一規制部と、規則
に対応する情報（以下「規則情報」という）を携帯端末装置に送信する第一送信部と、を
含む。携帯端末装置は、規則情報を受信する受信部と、規則に従って、基地局通信装置と
の無線通信を規制する第二規制部と、無線通信を規制したときに次に通信可能な時間を当
該携帯端末装置の利用者が感知できるように報知する報知部と、を含む。
【０００７】
　上記の課題を解決するために、本発明の第二の態様によれば、携帯端末装置と無線通信
する基地局通信装置は、規則に従って携帯端末装置からの接続要求及び携帯端末装置への
接続要求を規制し、規則情報を携帯端末装置に送信する。但し、規則に従って、通信を規
制された携帯端末装置の利用者及び携帯端末装置に通信を試みる者が次に通信可能な時間
を感知できるものとする。
【０００８】
　上記の課題を解決するために、本発明の第三の態様によれば、基地局通信装置と無線通
信する携帯端末装置は、規則情報を受信し、規則に従って、基地局通信装置との無線通信
を規制し、無線通信を規制したときに次に通信可能な時間を携帯端末装置の利用者が感知
できるように報知する。
【０００９】
　上記の課題を解決するために、本発明の第四の態様によれば、基地局通信装置と、この
基地局通信装置と無線通信する携帯端末装置と、を含む通信システムの通信を規制する規
制装置は、規則情報を、基地局装置に送信する。但し、規則に従って、通信を規制された
携帯端末装置の利用者及び携帯端末装置に通信を試みる者が次に通信可能な時間を感知で
きるものとする。
【発明の効果】
【００１０】
　本発明に係る規制技術によれば、規則に従って、通信を規制された携帯端末の利用者は
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次に通信可能な時間を知ることができるので、発信の試みを止め、電波の輻輳を抑制でき
るという効果を奏する。
【図面の簡単な説明】
【００１１】
【図１】従来技術の通信規制方法を示すための図。
【図２】時分割通信規制システム１００の構成図。
【図３】基地局通信装置１３０の機能ブロック図。
【図４】規制部１３３の処理フローを示す図。
【図５】携帯端末１４０ｎの機能ブロック図。
【図６】記憶部１４６に格納される規制識別子と報知情報の例を示す図。
【図７】規制部１４３、表示部１４７、スピーカ１４８の処理フローを示す図。
【図８】無線ネットワーク制御装置（Radio Network Controller、以下「ＲＮＣ」という
）の機能ブロック図。
【図９】規制部１２３の処理フローを示す図。
【図１０】時分割通信規制システム２００の構成図。
【発明を実施するための形態】
【００１２】
　以下、本発明の実施形態について説明する。なお、以下の説明に用いる図面では、同じ
機能を持つ構成部や同じ処理を行うステップには同一の符号を記し、重複説明を省略する
。
【００１３】
＜第一実施形態＞
　図２を用いて、第一実施形態に係る時分割通信規制システム１００の構成例を示す。時
分割通信規制システム１００はＲＮＣ１２０と基地局通信装置１３０とそのセル内のＮ個
の携帯端末１４０ｎ（但し、ｎ＝１，２，…，Ｎ）とを含む。
【００１４】
　本実施形態では、携帯端末１４０ｎの識別子に基づいて基地局通信装置１３０のセル内
の携帯端末１４０１，１４０２，…，１４０Ｎを１以上のグループに分類し、各グループ
に対して異なる通信可能な時間を割り当てる。なお、本実施形態では、この割り当て処理
を通信の規制に先立ち予め行っておく。つまり、通信の規制に先立ち、規則（所定の条件
を満たす携帯端末のみが所定の時間において基地局通信装置と通信可能であるという規則
、言い換えると、通信可能な時間を割り当てられたグループに属する携帯端末のみが、そ
の割り当てられた時間において基地局通信装置と通信可能であるという規則）を作成して
おく。また、本実施形態では、携帯端末の識別子として、電話番号を用いるが他の情報を
用いてもよい。本実施形態では、以下の三つの規制モードに対応する規則（１）～（３）
に従って規制する。
【００１５】
（１）平常時モード：何ら規制のない状態である。言い換えると、セル内の全ての携帯端
末を１つのグループに分類し、このグループに対して通信可能な時間として全時間を割り
当てる。
【００１６】
（２）モードＡ：セル内の携帯端末を電話番号の下一桁の数字で１０個のグループに分類
し、各グループに対して通信可能な時間として毎時（６×ｘ）分から（６×ｘ＋５）分ま
でを割り当てる。但し、ｘは下一桁の数字を表す。
【００１７】
（３）モードＢ：セル内の携帯端末を電話番号の下一桁の数字で奇数のグループと偶数の
グループに分類し、一方のグループに対して通信可能な時間として毎時００分から２９分
まで、他方のグループに対して３０分から５９分までを割り当てる。
【００１８】
　なお、上記規則は例示であって、他の規則に従って規制してもよい。例えば、電話番号
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の下二桁を使って、携帯端末を１００種類のグループに分類し、２４時間を１００分割し
、各時間区分に対してグループを割り当ててもよい。また、セル内に存在する携帯端末の
電話番号に偏りがある場合には、偏りに応じて時間を配分してもよい。例えば、下一桁が
偶数である携帯端末と奇数である携帯端末の割合が、一対三の場合には、下一桁が偶数で
ある携帯端末は毎時００分から１４分まで通話可能であり、下一桁が奇数である携帯端末
は毎時１５分から５９分まで通話可能とする規則を設けてもよい。また、規則の個数も適
宜設定することができ、少なくとも平常時の規則（何ら規制されない規則）と規制用の規
則があればよい。
【００１９】
　上述のような規則に従って、後述する各装置の規制部１３３、１４３、１２３において
通信を規制する。なお、本実施形態において「通信」とは、データ通信若しくは音声通信
、または、その両方を指し、規制したい通信の内容に応じて適宜設定すればよい。
【００２０】
　さらに、通信を規制したときには、その携帯電話の利用者や外部から携帯端末に通信を
試みる者が感知できるように次に通信可能な時間を報知する。報知の方法は、ディスプレ
イによるテキストデータの表示やスピーカによる音声データの再生等があり、視覚や聴覚
等により感知することができればよい。
【００２１】
　時分割通信規制システム１００は、平常時は規則（１）に従い、特に通信を規制しない
が、災害時等の基地局通信装置１３０のトラフィック量が急増するような状態のときには
、基地局通信装置１３０の通信を上述の規則（２）や（３）等に従って規制する。時分割
通信規制システム１００内の各装置において、携帯端末１４０ｎの電話番号と各装置の備
える時計を用いて、同一の規則に基づき同一の規制を実施する。そのために、基地局通信
装置１３０において何れかの規則を選択し、規則に対応する情報（以下「規則情報」とい
う）を携帯端末１４０ｎとＲＮＣ１２０に送信する。携帯端末１４０ｎ及びＲＮＣ１２０
は、受信した規則情報に対応する規則を設定し、その規則に従って、通信を規制する。規
則情報の受信側では現在規制されているという事実とともに、いつ再開されるかの情報を
知ることができる。以下、主に基地局通信装置１３０、携帯端末１４０ｎ及びＲＮＣ１２
０の処理内容を説明する。
【００２２】
＜基地局通信装置１３０＞
　基地局通信装置１３０は、図示しない基地局内に設置される。基地局通信装置１３０は
、そのセル内の携帯端末１４０ｎと無線通信を行う。なお、セルとは、基地局通信装置の
電波が届く範囲（通信可能な範囲）である。基地局通信装置１３０は、時計１３１と選択
部１３２と規制部１３３と送信部１３４と受信部１３５と記憶部１３６とを含む（図３参
照）。
【００２３】
（選択部１３２）
　前述の通り、時分割通信規制システム１００の各装置は、予め定めた規則に従って、通
信を規制する。その規則を選択する方法として様々な方法が考えられえる。例えば、（１
）基地局通信装置１３０の利用者（管理者）が規則を選択する方法や、（２）基地局通信
装置１３０のトラフィック量やトラフィック量の増加速度等を指標として規則を選択する
方法や、（３）災害情報(地震速報や津波警報等)に基づき規則を選択する方法等が考えら
れる。なお、デフォルトとして規則（１）（平常時モード）が選択されているものとする
。
【００２４】
　（１）の場合、基地局通信装置１３０の管理者は、所望の規則を選択し、図示しない入
力部（キーボードやマウス等の入力デバイス）から規則情報（本実施形態では規則情報と
して規則を一意に特定する規則識別子を用いる）を入力する。この場合、基地局通信装置
１３０は選択部１３２を含まなくともよい。
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【００２５】
　（２）の場合、選択部１３２は、常時、基地局通信装置１３０のトラフィック量を監視
する。選択部１３２は、トラフィック量やその増加速度が所定の閾値Ｔ１以上になると、
モードＢを選択し、所定の閾値Ｔ２以上になるとモードＡを選択する。モードＡ選択から
数時間経過後に平常時モードを選択する。このように、段階的に閾値を設定し、トラフィ
ック量やその増加速度に応じて、グループの分類の数を変化させる。つまり、トラフィッ
ク量やその増加速度が大きいほど、グループの分類の数を多くし、一つのグループに属す
る携帯端末の数量を少なくする。
【００２６】
　（３）の場合、選択部１３２は、図示しない災害情報源から受信部１３５を介して、災
害情報を受け取り、その情報に応じて、規則を選択する。以下、選択のルールを例示する
。（ｉ）大津波警報を受信した場合にはモードＡを選択し、大津波警報の解除を受信した
場合、受信から数時間後に平常時モードを選択する。（ｉｉ）震度４以上震度５弱までの
地震速報を受信した場合にはモードＢを選択し、震度５強以上の地震速報を受信した場合
にはモードＡを選択し、地震速報を受信後数時間後に平常時モードを選択する。つまり、
災害の規模が大きくなるほど、その後に発生するトラフィック量は増加すると仮定し、災
害の規模が大きくなるほどグループの分類の数を多くする（一つのグループに属する携帯
端末の数量を少なくする）という選択のルールを作成しておく。選択部１３２は、このル
ールと災害情報に基づき、規則を選択する。
【００２７】
　なお、基地局通信装置１３０の管理者が入力した規則情報や選択部１３２が選択した規
則に対応する規則情報は記憶部１３６に格納される。規則情報の入力時または選択時に、
（言い換えると、規則情報が変更されたタイミングで）規制部１３３と送信部１３４に以
下で説明する処理を開始するように制御信号を送信してもよい。
【００２８】
（規制部１３３）
　規制部１３３は、制御信号を受け取ると、記憶部１３６から規則情報を取得し、規則に
従って携帯端末１４０ｎからの接続要求及び携帯端末１４０ｎへの接続要求を規制する。
【００２９】
　図４を用いて説明する。まず規則情報に基づき、規則が設定される（ｓ１３３ａ）。受
信部１３５を介して、携帯端末１４０ｎからの接続要求または携帯端末１４０ｎへの接続
要求を受信すると（ｓ１３３ｂ）、携帯端末１４０ｎからの接続要求であれば接続要求に
含まれる発信電話番号を取得し、携帯端末１４０ｎへの接続要求であれば接続要求に含ま
れる着信電話番号を取得する（ｓ１３３ｃ）。時計１３１からその時点の時刻を取得する
（ｓ１３３ｄ）。取得した発信または着信電話番号と時刻に基づき、規則に従っているか
否かを判断する（ｓ１３３ｅ）。規則に従っている場合には、接続要求を受け付ける（ｓ
１３３ｆ）。規則に従っていない場合には、接続要求を拒否する（ｓ１３３ｇ）。
【００３０】
　接続要求を受け付ける処理及び拒否する処理をより詳細に説明する。通常、基地局通信
装置は、携帯端末からの接続要求及び携帯端末への接続要求を受信すると、認証のために
チャレンジ信号を携帯端末に送信する。本実施形態では、規則に従っている場合には認証
のためにチャレンジ信号を送信部１３４を介して携帯端末１４０ｎに送信し、規則に従っ
ていない場合にはチャレンジ信号を携帯端末１４０ｎに送信せず認証を行わない。
【００３１】
　例えば、上述のモードＡの場合、下一桁の数字が「１」の場合、通信可能な時間は毎時
６分から１１分まである。よって、例えば接続要求を受信した時刻が「０時１０分」であ
ればその接続要求を受け付け、「０時１１分」まで通信を可能とし、時刻が「０時３０分
」であればその接続要求を拒否する。
【００３２】
　このような構成により、基地局通信装置１３０は通信を規制する。携帯端末１４０ｎか
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らの接続要求を規制することで、基地局通信装置１３０からＲＮＣ１２０に向かう通信量
を減らすことができる。また、外部から携帯端末１４０ｎへの接続要求を規制ことで、基
地局通信装置１３０から携帯端末１４０ｎへ向かう無線通信の通信量を減らすことができ
る。
【００３３】
（送信部１３４）
　送信部１３４は、制御信号を受け取ると、記憶部１３６から規則情報を取得し、規則情
報を携帯端末１４０ｎとＲＮＣ１２０とに送信する。このような構成とすることで、基地
局で状況に応じて決定した規則をセル内の全ての携帯端末に同報することもできる。
【００３４】
＜携帯端末１４０ｎ＞
　携帯端末１４０ｎは、時計１４１と規制部１４３と送信部１４４と受信部１４５と記憶
部１４６と表示部１４７とスピーカ１４８とを含む（図５参照）。
【００３５】
　受信部１４５は、規則情報を受信し、記憶部１４６に格納し、規制部１４３と表示部１
４７とスピーカ１４８とに制御信号を送信する。
【００３６】
　記憶部１４６には、規則情報とは別に、規則識別子と報知情報との組合せが予め格納さ
れている（図６参照）。なお、図６において規則の内容を記載しているが、実際には、規
則識別子と報知情報との組合せのみが格納されている。さらに、記憶部１４６には、携帯
端末１４０ｎ自体の電話番号が記憶されている。なお、報知情報とは、少なくとも、次に
いつから再開されるかを示す情報、言い換えると、次に通信可能な時間を含む情報であり
、例えば、規則の内容の詳細であってもよいし、現在規制されているという事実と次に通
信可能な時間を知らせる情報であってもよい（図６参照）。
【００３７】
（規制部１４３）
　規制部１４３は、制御信号を受け取ると（ｓ１４３ｉ）、記憶部１４６から規則情報を
受け取り（ｓ１４３ｉｉ）、受け取った規則情報に対応する規則に従って、基地局通信装
置１３０との無線通信を規制する（図７参照）。
【００３８】
　以下、さらに図７を用いて詳細を説明する。まず規則情報に基づき、規則が設定される
（ｓ１４３ａ）。携帯端末１４０ｎの利用者が図示しない入力部（タッチパネルやテンキ
ー等）から電話番号を入力し発信のための操作をすると（ｓ１４３ｂ）、記憶部１４６に
格納されている携帯端末１４０ｎ自体の電話番号を取得する（ｓ１４３ｃ）。時計１４１
からその時点の時刻を取得する。時計１４１からその時点の時刻を取得する（ｓ１４３ｄ
）。取得した携帯端末１４０ｎ自体の電話番号と時刻に基づき、規則に従っているか否か
を判断する（ｓ１４３ｅ）。規則に従っている場合には、送信部１４４を介して接続要求
を基地局通信装置１３０に送信する（ｓ１４３ｆ）。規則に従っていない場合には、接続
要求を送信せず、発信のための操作を拒否する（ｓ１４３ｇ）。制御信号を後述する表示
部１４７及びスピーカ１４８に送信し、報知情報を表示部１４７において表示し、スピー
カ１４８において再生する（ｓ１４７）。
【００３９】
　このように携帯端末１４０ｎの接続要求を規制することで、携帯端末１４０ｎから基地
局通信装置１３０へ向かう無線通信の通信量を強制的に減らすことができる。つまり、携
帯端末１４０ｎは、基地局通信装置１３０と規則を共有し、時計１４１と携帯端末１４０

ｎ自体の電話番号に基づき、通信を規制する。
【００４０】
（表示部１４７とスピーカ１４８）
　表示部１４７はディスプレイ等であり、制御信号を受け取ると、記憶部１４６から規則
情報に対応する報知情報（テキストデータ）を受け取り、報知情報を表示する。
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【００４１】
　スピーカ１４８は、制御情報を受け取ると、記憶部１４６から規則情報に対応する報知
情報（音声データ）を受け取り、報知情報を再生する。
【００４２】
　表示部１４７とスピーカ１４８は上述の通り、受信部１４５が規則情報を受信したタイ
ミング、及び、発信のための操作を拒否したタイミングで制御信号を受け取り、各処理を
行う。
【００４３】
　表示部１４７、スピーカ１４８等を報知部ともいう。報知部は、少なくとも無線通信を
規制したときに次に通信可能な時間を携帯端末１４０ｎの利用者が感知できるように報知
することができればよく、表示部１４７、スピーカ１４８に限定されるものではない。例
えば表示またはアナウンス等は、”この時間帯は通話は規制されています。毎時ＸＸ分よ
りＹＹ分のみ通話、接続可能です。”とすればよい（図６参照）。
【００４４】
　このような構成とすることで、無線通信を規制された携帯端末の利用者は表示またはア
ナウンスで通信可能な時間帯を知ることができる。また、規制が解除となる時点（規制モ
ードから平常時モードに変更されるタイミング）においても規則情報を受信するので、携
帯端末の利用者は通信可能になったことを知ることができる。
【００４５】
＜ＲＮＣ１２０＞
　ＲＮＣ１２０は、時計１２１と規制部１２３と送信部１２４と受信部１２５と記憶部１
２６とを含む（図８参照）。
【００４６】
　受信部１２５は、規則情報を受信し、記憶部１２６に格納し、規制部１２３に制御信号
を送信する。
【００４７】
　記憶部１２６には、規則情報とは別に、規則識別子と報知情報との組合せが予め格納さ
れている（図６参照）。
【００４８】
（規制部１２３）
　規制部１２３は、制御信号を受け取ると（ｓ１２３ｉ）、記憶部１２６から規則情報を
受け取り（ｓ１２３ｉｉ）、受け取った規則情報に対応する規則に従って、基地局通信装
置１３０との無線通信を規制する（図９参照）。
【００４９】
　以下、さらに図９を用いて詳細を説明する。まず規則情報に基づき、規則が設定される
（ｓ１２３ａ）。受信部１２５を介して携帯端末１４０ｎへの接続要求を受信すると（ｓ
１２３ｂ）、接続要求に含まれる着信電話番号を取得する（ｓ１２３ｃ）。時計１２１か
らその時点の時刻を取得する（ｓ１２３ｄ）。取得した着信電話番号と時刻に基づき、規
則に従っているか否かを判断する（ｓ１２３ｅ）。規則に従っている場合には、接続要求
を受け付け（ｓ１２３ｆ）、送信部１２４を介して接続要求を基地局通信装置１３０に送
信する。規則に従っていない場合には、接続要求を拒否し（ｓ１２３ｇ）、破棄する。さ
らに、規制部１２３は、その規則に対応する報知情報を記憶部１２６から取得し、送信部
１２４を介し、さらに、加入者交換機１１０を経由して発信元端末（固定電話端末や携帯
端末等）に送信する（ｓ１２３ｈ）。報知情報は、発信元端末のディスプレイやスピーカ
において表示、再生される。
【００５０】
　図１の従来技術では、外部から基地局通信装置３０のセル内の携帯端末４０１，４０２

，…，４０Ｎに発信を試みる場合も、トラフィック量の増加により、基地局通信装置３０
と一定の割合の携帯端末のみが通信可能となるが、外部から携帯端末に発信を試みる者は
その規制内容を知らないため、通信できるまで発信を試み続けることになる。その結果、
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基地局通信装置３０の負荷が増大する。
【００５１】
　一方、本実施形態のように携帯端末１４０ｎへの接続要求を規制することで、ＲＮＣ１
２０から基地局通信装置１３０へ向かう無線通信の通信量を減らすことができる。また、
発信元端末の利用者の発信操作を強制的に止めることはできないが、発信元端末の利用者
に規則を知らせることで、発信元端末の利用者は携帯端末への発信操作を止めることが期
待されるため、発信元端末からＲＮＣ１２０への通信量を減らすことができる。また、発
信元端末側の利用者の発信を試み続ける負担も取り除くことができる。
【００５２】
　なお、規則が変更となる時点で発信者に変更後の規則を自動応答する構成としてもよい
。例えば、以下のように実現する。接続要求を拒否した場合（ｓ１２３ｇ）には、規制部
１２３は発信電話番号を記憶部１２６に格納しておく。さらに、規制部１２３は、受信部
１２５から制御信号を受け取ったタイミング（言い換えると、規則が変更されたタイミン
グ）で、記憶部１２６から発信電話番号と変更された規則に対応する報知情報を取得し、
送信部１２４を介し、さらに、加入者交換機１１０を経由して発信元端末に送信する。こ
のような構成とすることで、規制が解除となる時点（規制モードから平常時モードに変更
されるタイミング）で自動応答により発信元端末の利用者も解除情報を知ることができる
。
【００５３】
＜効果＞
　このような構成とすることで、携帯端末の利用者及び携帯端末に通信を試みる者は次に
通話可能な時間を知ることができるので、通信できるまで発信を試み続けるという負担を
取り除くことができる。また、通信可能になり次第、発信が可能となる。
【００５４】
　言い換えると、平常時モードから規制モード（モードＡやモードＢ）に変更になった際
に、携帯端末は基地局から規則情報を受け取り、携帯端末の利用者に次に通信可能な時間
を報知し、また、携帯端末の利用者の発信のための操作を拒否したときに、次に通信可能
な時間を報知するので、携帯端末の利用者は通信可能な時間を知ることができる。発信を
試み続けずとも、通信可能になり次第、発信することができる。また、規則モードから平
常時モードに変更になった際に、携帯端末は基地局から規則情報を受け取り、携帯端末の
利用者に規則の内容（規制されないこと）を報知するので、携帯端末の利用者は通信可能
になり次第、その内容を知ることができる。携帯端末に通信を試みる者も同様である。
【００５５】
　基地局通信装置１３０に対して電波を発信する携帯端末を強制的に規制できるので（例
えば、規則（２）に従った場合には１／１０に、規則（３）に従った場合には１／２に規
制できるので）、全ての携帯端末利用者が決められた時間帯での通信が可能となる。さら
に、同時に次に通信可能な時間を携帯端末利用者もその携帯端末に通信を試みる者にも報
知することができ、無駄な接続要求の試みやその電波消費を抑えることができ、緊急連絡
が効率的に実現できる。また基地局通信装置１３０を含む基地局での処理を軽減できる。
【００５６】
＜変形例＞
　なお、本実施形態では、基地局通信装置１３０において規則情報が変更されたタイミン
グで制御信号を送信部１３４に送り、送信部１３４から各装置に規則情報として規則識別
子を送信している。これを、定期的に記憶部１３６を参照して送信部１３４から各装置に
規則情報を送信する構成としてもよい。その場合、携帯端末１４０ｎやＲＮＣ１２０のそ
れぞれの規制部は、それぞれの記憶部を参照し、規則情報に変更があった場合には、規則
を設定しなおし、報知情報を表示、再生させる。規則情報として規則識別子のみを送信す
るので、定期的に規則情報を送信したとしても、わずかの電波で同報することができる。
【００５７】
　携帯端末１４０ｎやＲＮＣ１２０の記憶部に、規則識別子と報知情報の組合せが予め格
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納されていない構成としてもよい。その場合、基地局通信装置１３０の記憶部１３６に規
則識別子と報知情報の組合せが予め格納しておき、基地局通信装置１３０は、規則情報と
して、選択した規則に対応する規則識別子と報知情報とを送信する。携帯端末１４０ｎは
表示部１４７とスピーカ１４８で報知情報を表示、再生する。ＲＮＣ１２０は規則情報に
含まれる報知情報を発信元端末に送信する。このような構成としても本実施形態と同様の
効果を得ることができる。但し、各装置間の通信量が報知情報の分だけ増加する。
【００５８】
　なお、基地局通信装置１３０は規制部１３３を含まなくともよい。外部から携帯端末１
４０ｎへの接続要求はＲＮＣ１２０で規制され、携帯端末１４０ｎから外部への接続要求
は携帯端末１４０ｎで規制されるため、本発明の効果を得ることができる。
【００５９】
　但し、基地局通信装置１３０のセル内の携帯端末が必ずしも携帯端末１４０ｎと同様の
構成を有しているとは限らない。基地局通信装置１３０が規制部１３３を含む場合には、
この規制部１３３において、規制部１４３を持たない携帯端末からの接続要求を規制する
ことができる。その場合、基地局通信装置１３０の記憶部１３６に規則識別子と報知情報
の組合せが予め格納しておき、基地局通信装置１３０は、接続要求を規制したときには、
規制した携帯端末に報知情報を送信する。このような構成とすることで基地局通信装置１
３０からＲＮＣ１２０へ向かう通信の通信量を減らすことができる。また、携帯端末の利
用者の発信操作を強制的に止めることはできないが、携帯端末の利用者に規則を知らせる
ことで、携帯端末の利用者は外部への発信操作を止めることが期待されるため、携帯端末
から基地局通信装置１３０への通信量を減らすことができる。同様に基地局通信装置１３
０が規制部１３３を含む場合には、ＲＮＣ１２０には規制部１２３を含まずともよい。そ
の場合、ＲＮＣ１２０で行っていた処理を基地局通信装置１３０で行えばよい。この場合
、ＲＮＣ１２０から基地局通信装置１３０へ向かう通信の通信量を規制することはできな
い。
【００６０】
＜第二実施形態＞
　第一実施形態と異なる部分についてのみ説明する。図１０を用いて、第二実施形態に係
る時分割通信規制システム２００の構成例を示す。時分割通信規制システム２００はＲＮ
Ｃ２２０と、Ｍ個の基地局通信装置２３０ｍ（ｍ＝１，…，Ｍ）と各セルｍ内のＮ（ｍ）

個の携帯端末１４０ｍｎ（ｎ＝１，２，…，Ｎ（ｍ））とを含む（図中、符号１４０１Ｎ

（１）の下付文字１Ｎ（１）は１Ｎ（１）を表す）。各セルｍ内のＮ（ｍ）個の携帯端末
１４０ｍｎは、第一実施形態で説明した携帯端末１４０ｎと同様の構成である。
【００６１】
　通常、ＲＮＣは複数の無線基地局を管理する。本実施形態では、ＲＮＣ２２０が選択部
１３２を含み、Ｍ個の基地局通信装置２３０ｍを管理し、規制情報を送信する構成とする
。
【００６２】
　ＲＮＣ２２０の送信部は、選択された規則に対応する規則識別子を規則情報として基地
局通信装置２３０ｍに送信し、さらに、基地局通信装置２３０ｍを介して、携帯端末１４
０ｍｎに送信する。ＲＮＣ２２０は、選択した規則に従って外部から携帯端末１４０ｍｎ

に向かう通信を規制する。基地局通信装置２３０ｍも規則情報を受信し、この規則情報に
対応する規則を設定し、通信を規制する。基地局通信装置２３０ｍにおいて規則を選択す
る必要はないので、基地局通信装置は選択部１３２を含まない構成であってもよい。
【００６３】
　選択された規則の内容を、携帯端末１４０ｍｎ及び発信元端末の利用者はその表示部及
びスピーカからの表示及びアナウンスを見聞きすることができる点は第一実施形態と同様
である。
【００６４】
＜効果＞
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　このような構成とすることで第一実施形態と同様の効果を得ることができる。さらに、
時分割通信規制システム２００の利用者（管理者）は、基地局通信装置２３０ｍのトラフ
ィック量等を一括して監視しながら、その通信を規制することができるという効果を奏す
る。
【００６５】
＜変形例＞
　選択部１３２は、必ずしもＲＮＣに含まれなくともよく、例えば加入者交換機内の含ま
れる構成としてもよい。第二実施形態のＲＮＣ２２０や上述の加入者交換機など、基地局
通信装置とは別装置であって、基地局通信装置のトラフィック量を監視し、選択部１３２
を含み、規制情報を送信する送信部を備える装置を規制装置と呼ぶ。規制装置は上述のＲ
ＮＣ２２０や加入者交換機とは別装置として設けてもよい。規制装置は、基地局通信装置
２３０ｍと、この基地局通信装置２３０ｍと無線通信する携帯端末１４０ｍｎと、を含む
通信システム（時分割通信規制システム）の通信を規制する。
【００６６】
　本発明は上記の実施形態及び変形例に限定されるものではない。例えば、上述の各種の
処理は、記載に従って時系列に実行されるのみならず、処理を実行する装置の処理能力あ
るいは必要に応じて並列的にあるいは個別に実行されてもよい。例えば、必ずしも記憶部
を介してデータの受け渡さなければならないわけではなく、各部間で直接データを受け渡
してもよい。その他、本発明の趣旨を逸脱しない範囲で適宜変更が可能である。
【００６７】
＜プログラム及び記録媒体＞
　上述した携帯端末装置、基地局通信装置、規制装置は、コンピュータにより機能させる
こともできる。この場合はコンピュータに、目的とする装置（各種実施例で図に示した機
能構成をもつ装置）として機能させるためのプログラム、またはその処理手順（各実施例
で示したもの）の各過程をコンピュータに実行させるためのプログラムを、ＣＤ－ＲＯＭ
、磁気ディスク、半導体記憶装置などの記録媒体から、あるいは通信回線を介してそのコ
ンピュータ内にダウンロードし、そのプログラムを実行させればよい。
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